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◇上尾市立小・中学校管理規則 新旧対照表 

改正後  （ 太字 改正部分） 改正前  （   改正部分） 

（学級編制） 
第１７条 校長は、学級編制について、県教育委員会
に届け出るために必要な資料を教育委員会に提出
し、届け出た学級数及び学級毎の児童生徒数に基づ
いて学級を編制しなければならない。 

２ 校長は、学級を担任する職員及び教科を担任する
職員を定めて、教育委員会に報告しなければならな
い。 

（学級編制） 
第１７条 校長は、学級編制について、県教育委員会
の同意を得るために必要な資料を教育委員会に提出
し、同意を得た学級数及び学級毎の児童生徒数に基
づいて学級を編制しなければならない。 

２ 校長は、学級を担任する職員及び教科を担任する
職員を定めて、教育委員会に報告しなければならな
い。 

 

◇学級編制に係る規定 （平成２４年４月１日施行分含む） 

●公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１６号） 

（学級編制の標準）  

第三条 公立の義務教育諸学校の学級は、同学年の児童又は生徒で編制するものとする。ただし、当該義務教

育諸学校の児童又は生徒の数が著しく少いかその他特別の事情がある場合においては、政令で定めるところ

により、数学年の児童又は生徒を一学級に編制することができる。  

２ 各都道府県ごとの、公立の小学校又は中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）の一学級の児童又は生

徒の数の基準は、次の表の上欄に掲げる学校の種類及び同表の中欄に掲げる学級編制の区分に応じ、同表の

下欄に掲げる数を標準として、都道府県の教育委員会が定める。ただし、都道府県の教育委員会は、当該都

道府県における児童又は生徒の実態を考慮して特に必要があると認める場合については、この項本文の規定

により定める数を下回る数を、当該場合に係る一学級の児童又は生徒の数の基準として定めることができる。 

学校の種類 学級編制の区分 一学級の児童又は生徒の数 

小学校 同学年の児童で編制する学級 四十人（第一学年の児童で編制す
る学級にあつては、三十五人） 

二の学年の児童で編制する学級 十六人（第一学年の児童を含む学
級にあつては、八人） 

学校教育法第八十一条第二項及び第三項に規定
する特別支援学級 

八人 

中学校（中等教育
学校の前期課程を
含む。） 

同学年の生徒で編制する学級 四十人 

二の学年の生徒で編制する学級 八人 

学校教育法第八十一条第二項及び第三項に規定
する特別支援学級 

八人 

３ 各都道府県ごとの、公立の特別支援学校の小学部又は中学部の一学級の児童又は生徒の数の基準は、六人

（文部科学大臣が定める障害を二以上併せ有する児童又は生徒で学級を編制する場合にあつては、三人）を

標準として、都道府県の教育委員会が定める。ただし、都道府県の教育委員会は、当該都道府県における児

童又は生徒の実態を考慮して特に必要があると認める場合については、この項本文の規定により定める数を

下回る数を、当該場合に係る一学級の児童又は生徒の数の基準として定めることができる。  

（学級編制）  

第四条 公立の義務教育諸学校の学級編制は、前条第二項又は第三項の規定により都道府県の教育委員会が定

めた基準を標準として、当該学校を設置する地方公共団体の教育委員会が、当該学校の児童又は生徒の実態

を考慮して行う。  

（学級編制についての都道府県の教育委員会への届出）  

第五条 市（特別区を含む。第八条第三号並びに第八条の二第一号及び第二号において同じ。）町村の教育委

員会は、毎学年、当該市町村の設置する義務教育諸学校に係る前条の学級編制を行ったときは、遅滞なく、

都道府県の教育委員会に届け出なければならない。届け出た学級編成を変更したときも、同様とする。 
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◇任免その他の進退に係る内申の関係法令 

 

 

 

●地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号） 

 

（任命権者）  

第三十七条 市町村立学校職員給与負担法 （昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規

定する職員（以下「県費負担教職員」という。）の任命権は、都道府県委員会に属する。  

２ 前項の都道府県委員会の権限に属する事務に係る第二十六条第二項の規定の適用については、同

項第四号中「職員」とあるのは、「職員並びに第三十七条第一項に規定する県費負担教職員」とする。  

 

（市町村委員会の内申）  

第三十八条 都道府県委員会は、市町村委員会の内申をまつて、県費負担教職員の任免その他の進退

を行うものとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県委員会は、同項の内申が県費負担教職員の転任（地方自治法第二百

五十二条の七第一項の規定により教育委員会を共同設置する一の市町村の県費負担教職員を免職し、引き続いて当該教育委員会を共同

設置する他の市町村の県費負担教職員に採用する場合を含む。以下この項において同じ。）に係るものであるときは、当該内

申に基づき、その転任を行うものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。  

一 都道府県内の教職員の適正な配置と円滑な交流の観点から、一の市町村（地方自治法第二百五

十二条の七第一項 の規定により教育委員会を共同設置する場合における当該教育委員会を共同

設置する他の市町村を含む。以下この号において同じ。）における県費負担教職員の標準的な在職

期間その他の都道府県委員会が定める県費負担教職員の任用に関する基準に従い、一の市町村の

県費負担教職員を免職し、引き続いて当該都道府県内の他の市町村の県費負担教職員に採用する

必要がある場合  

二 前号に掲げる場合のほか、やむを得ない事情により当該内申に係る転任を行うことが困難であ

る場合  

３ 市町村委員会は、教育長の助言により、前二項の内申を行うものとする。  

４ 市町村委員会は、次条の規定による校長の意見の申出があつた県費負担教職員について第一項又

は第二項の内申を行うときは、当該校長の意見を付するものとする。  

 

（校長の所属教職員の進退に関する意見の申出）  

第三十九条 市町村立学校職員給与負担法第一条 及び第二条 に規定する学校の校長は、所属の県費

負担教職員の任免その他の進退に関する意見を市町村委員会に申し出ることができる。 

 

 



 議案第３号資料（平成２４年度当初教職員人事異動に係る内申について）  

－３－ 

◇内申に係る国会答弁 

 

●地教行法改正時の政府趣旨説明（第 166回国会 - 衆議院本会議 -  19/4/17） 

○国務大臣（伊吹文明君） ただいま議題となりました三法案につきまして、逐次その趣旨を御説明

申し上げます。……次に、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律案につ

いて、その趣旨を御説明申し上げます。 

  国民から信頼される教育行政を実現するためには、教育基本法の改正を踏まえ、地方における教

育行政の中心的な担い手である教育委員会が、より高い使命感を持って責任を果たすとともに、国

と地方の適切な役割分担を踏まえつつ、教育に国が責任を負える体制を構築していく必要がありま

す。この法律案は、このような観点から、教育委員会の責任体制の明確化や体制の充実、教育行政

における地方分権の推進と国の責任の果たし方等について所要の措置を講ずるものであります。 

  次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。……第三に、地方公共団体の長が、

スポーツ、文化に関する事務を管理、執行することができることとするとともに、県費負担教職員

の転任については、市町村教育委員会の内申に基づいて行うこととするなど教育の地方分権を推進

するものであります。 

 

●特別委員会における答弁（第 166回国会 -衆議院-教育再生に関する特別委員会 19/4/25） 

○伊藤（渉）委員 ……次に、ちょっと通告の順番とは変わりますけれども、何事も、最終的には人

事がすべてを決していくと思います。そういう意味で、今回地教行法の三十八条二項で、少し細か

い話になりますが、県費負担教職員の同一市町村内の転任については、市町村教育委員会の内申に

基づき、都道府県教育委員会が行うこととするという条文が盛り込まれております。 

 これはやはり、現場での声を聞きますと、現実にそのようになっているケースが既にたくさんあり

ます。この点については、よい教員が集まる地域では地域の教育が長く安泰をしていく、一方で、

平たく言えば、若干悪い人が集まってしまうとなかなかその状況から脱し切れないというような声

を実は聞きました。これは、県の教育委員会と市の教育委員会のバランスというものも各都道府県

ごとに違うんでしょうから、いろいろな要素がかみ合ってのことだと思いますけれども、まず、政

府参考人にお伺いをいたします。地域による教育の格差、こういったものが生じないように、現場

での運用についてどのような取り組みを行っておられるか、御答弁をお願いいたします。 

○銭谷政府参考人 今回の地教行法の改正案におきましては、同一市町村内の転任につきましては、

都道府県教育委員会は、市町村教育委員会の内申に基づいて転任を行うということといたしており

ます。他方、ただいま先生お話がございましたような、地域による格差の問題といったようなこと

も懸念されるわけでございますので、同じ三十八条で、都道府県教育委員会が全県的な観点から調

整を行えるように、都道府県内の教職員の適正配置と円滑な交流の観点から、都道府県教育委員会

が定める一つの市町村における標準的な在職期間などの基準に従って、県費負担教職員を他の市町

村の学校に異動させる必要がある場合と、同一市町村内の特定の学校で緊急に対応を要する事件等

の問題が発生をしてその学校に優秀な教員を集める必要があるなど、やむを得ない事情によりまし

て市町村教委の内申に基づいた県費負担教職員の転任を行うことが困難な場合は、内申に基づくこ

とを要しないということにしているところでございます。 やはりこれも一つのバランスの問題か

と存じます。 

 

（第 166回国会 -衆議院-教育再生に関する特別委員会 19/5/17） 

○安倍内閣総理大臣 教育基本法におきましては、国は全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向

上を図ることが規定をされています。教育に関する基本的な制度の枠組みの制定を行う役割と責任

が国にはある、このように思います。そして、国は、この役割と責任を踏まえて、都道府県から教

育の実施主体である市町村や学校に権限を移譲する方向で取り組みを進めることが重要であります。 

 今回の地教行法の改正におきまして、このような考えのもとに、市町村から都道府県に事務の移譲

を要請することを可能とすること、そして、都道府県教育委員会が同一市町村内の県費負担教職員

の転任を行う場合は、市町村教育委員会の内申に基づいて行うことなどを盛り込んだところでござ

います。このように、いわば国と都道府県、そして市町村、それぞれの役割を定めているところで

あります。 
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◇「継続費」について 

 

 

○地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号） 

（継続費） 
第二百十二条 普通地方公共団体の経費をもつて支弁する事件でその履行に数年度を要するものについ
ては、予算の定めるところにより、その経費の総額及び年割額を定め、数年度にわたつて支出するこ
とができる。 

２ 前項の規定により支出することができる経費は、これを継続費という。 

 

○地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号） 

（継続費） 
第百四十五条 継続費の毎会計年度の年割額に係る歳出予算の経費の金額のうち、その年度内に支出を

終わらなかつたものは、当該継続費の継続年度の終わりまで逓次繰り越して使用することができる。
この場合においては、普通地方公共団体の長は、翌年度の五月三十一日までに継続費繰越計算書を調
製し、次の会議においてこれを議会に報告しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、継続費に係る継続年度（継続費に係る歳出予算の金額のうち法第二百二
十条第三項ただし書の規定により翌年度に繰り越したものがある場合には、その繰り越された年度）
が終了したときは、継続費精算報告書を調製し、地方自治法第二百三十三条第五項の書類の提出と併
せてこれを議会に報告しなければならない。 

３ 継続費繰越計算書及び継続費精算報告書の様式は、総務省令で定める様式を基準としなければなら
ない。 

 

 地方公共団体の経費をもって支弁する事件でその履行に数年度を要するものについて、予算の定め

るところにより、その経費の総額及び年割額を定め、数年度にわたって支出することができる経費を

いう（地方自治法第２１２条）。各種の建設費、補助事業、物件の購入等その例は多い。 

 継続費は、予算の内容とされている（地方自治法第２１５条）が、通常、歳入歳出予算が会計年度

独立の原則により、経理されているのに対し、継続費はその例外をなすものである。すなわち、継続

費は２会計年度以上にまたがって経費を支弁する必要がある事件について、予算の定めるところによ

り、その経費の総額及び年割額を定め、数年度にわたって支出することができることとされており、

この場合、継続期間に従って何年度何々万円、何年度何々万円というように各年度の年割額を定め、

予算として議決を経るものである。ただ、予算として議決を経た年割額は、あくまでも予定額である

から、年割額の実支出額が当該予算で定めた年割額に達しない場合は、毎年度の支払残額を継続最終

年度まで逓次繰越使用をすることができる（地方自治法施行令第１４５条）。 

                          〔参考文献：新自治用語辞典編纂会 編/新自治用語辞典〕 

  



 議案第４号資料（平成２３年度上尾市一般会計補正予算に係る意見の申出について）  

－５－ 

◇「繰越明許費」について 

 

 

○地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号） 

（繰越明許費） 
第二百十三条 歳出予算の経費のうちその性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内にその支出を終

わらない見込みのあるものについては、予算の定めるところにより、翌年度に繰り越して使用するこ
とができる。 

２ 前項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、これを繰越明許費という。 

 

○地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号） 

（繰越明許費） 
第百四十六条 地方自治法第二百十三条の規定により翌年度に繰り越して使用しようとする歳出予算の
経費については、当該経費に係る歳出に充てるために必要な金額を当該年度から翌年度に繰り越さな
ければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越したときは、翌年度
の五月三十一日までに繰越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しなければならない。 

３ 繰越計算書の様式は、総務省令で定める様式を基準としなければならない。 

 
 

歳出予算の経費のうち、その性質上又は予算成立後の事由に基づき、年度内にその支出を終わらな

い見込みのあるものについて、予算の定めるところにより、翌年度に繰り越して使用することができ

る経費をいう（地方自治法第２１３条）。 

 繰越明許費として繰越し使用が認められるのは、「その性質上年度内にその支出を終わらない見込

みのあるもの」及び「予算成立後の事由に基づき年度内にその支出を終わらない見込みのあるもの」

についてのみである。 

 また、繰越明許費として議決を経た経費を、翌年度に繰り越して使用しようとするときは、当該経

費に係る歳出に充てるために必要な金額を当該年度から翌年度に繰り越さなければならない（地方自治

法施行令第１４６条第１項）。 

 なお、地方公共団体の会計で、当該年度の歳出を年度を超えて翌年度以降にも執行し得ることを認

めた会計年度独立の原則に対する例外としての制度には、繰越明許費のほか、継続費の逓次繰越（地

方自治法第２１２条）及び事故繰越（地方自治法第２２０条第３項）がある。ただ、繰越明許費は、翌年度までの繰越

しであること、すなわち、当該年度の歳出予算の一部が一定の事由に基づいて翌年度限り延長して執

行することが認められているに過ぎない点が、継続費として数年にわたる事業として各年期間各年度

の年割額を定め、当該各年度の支出残額を繰り越して執行することができる継続費の逓次繰越と異な

り、更に、逓次繰越の場合は、継続年度の中途で減額することができないが、繰越明許費については、

予算案に計上された金額を議会が減額することは可能であること等が継続費の場合と異なる。また、

事故繰越との基本的な相違点は、事故繰越は予算に計上されないこと、事故繰越は原則として支出負

担行為が年度内になされていなければならないことにある。 

〔参考文献：新自治用語辞典編纂会 編/新自治用語辞典〕



 議案第５号資料（平成２４年度上尾市一般会計予算に係る意見の申出について） 

－６－ 

◇平成２４年度新規事業「さわやかスクールサポート事業」について 

 

 

ささわわややかかススククーールルササポポーートト事事業業  
（（事事業業総総額額  ９９８８，，２２１１９９千千円円））  

アッピースマイルサポーター アッピースマイル教員 
アッピースマイル 

学校図書館支援員 

７０人 ６人（予定） 
小学校各校に週５日配置 

中学校各校に週１日配置 

発達障害児（疑いを含む）及

び肢体不自由児等が在籍する

通常学級に対し、学級担任を

補佐するための支援員（アッ

ピースマイルサポーター）を

配置する。 

中１ギャップ解消を主な目的

として、中学校１年生を対象

に３５人学級を編制するた

め、市独自に臨時教員を配置

する。 

児童生徒に「確かな学力」と「豊

かな心」を身につけさせるため、

読書環境の整備や読み聞かせ、読

書児童の補助を行うなど、学校図

書館の充実を図り、読書活動を推

進するため、アッピースマイル学

校図書館支援員を小・中学校に配

置する。 

○賃金等 ６７，３０５ 千円 ○賃金等 １２，７７５ 千円 ○賃金 １８，１３９ 千円 

 

 

 

（平成２３年度） 学級支援員  （平成２３年度） アッピー教員  （平成２３年度） 学校図書館支援員 

介助を要する児童生徒や授業中の

立ち歩きや落ち着きのない行動を

とる児童が在籍する学級に対し、

生活面の指導自立支援及び介助を

担当し、学級担任の職務の補佐を

する学級支援員を配置する。 

 子どもの個性を伸ばし、豊かな人

間性をはぐくむために、小学校１

年生、小学校２年生、及び中学校

１年生を対象に１クラス３０人

程度学級を編制するため、市独自

に臨時教員を採用する。 

 児童生徒に「確かな学力」と「豊

かな心」を身につけさせるため、

各小・中学校図書館の充実を図り、

読書活動を推進するため、図書館

支援員８人を各学校に週１日派遣

する。 

２７人  ２６人  各校に週１日配置 

○賃金等 ２５，８０６ 千円  ○賃金等 ６９，５４９ 千円  ○賃金 ６，３９０ 千円 
 

（平成２３年度）特別支援教育支援員     

通常学級に在籍する発達障害 

若しくは、その疑いのある児童生

徒への教育的支援を行う。 

 
 

 
 

２０人     

○賃金等 １７，１４０ 千円     

 

 



 議案第６号資料（上尾市特別職の職員で・・・改正する条例の制定に係る意見の申出について）  

－７－ 

◇子どもの読書活動支援センター イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 議案第７号資料（上尾市立公民館条例及び上尾市図書館協議会条例の一部を改正する条例の制定に係る意見の申出について） 

－８－ 

 

◇改正の趣旨 

地方分権改革推進委員会第３次勧告において、法制的な観点から地方自治体の自主性を強化し、政

策や制度の問題も含めて自由度を拡大するとともに、自らの責任において行政を展開できる仕組みを

構築することが必要とし、これを「義務付け・枠付けの見直し」という改革テーマとして設定検討し

てきたところ、具体的に見直し措置を講ずべきことが提言された。 

これを踏まえ、平成２３年８月３０日に公布された 地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第１０５号。次ページ資料におい

て「第２次一括法」という。）において、社会教育法、図書館法について一部改正が行われ、平成２４

年４月１日より施行されることとされた。具体的には、地域の実情に応じて一層幅広い分野の者が公

民館運営審議会、図書館協議会の委員となることが促進されるよう、それぞれ社会教育法第３０条第

１項に定める委員の委嘱にあたっての基準及び、図書館法第１５条に定める委員の任命にあたっての

基準を削除し、これを条例において定めることとするとともに、条例を定めるに当たって参酌すべき

基準（※下記説明参照）を文部科学省令で定めることとされた。 

なお、この法改正を受け、現行の省令においては参酌すべき基準が規定されていなかったため、文

部科学省では、公民館運営審議会委員については新たに省令を制定し、図書館協議会委員については

図書館法施行規則の一部改正を行い、参酌すべき基準を定めたところである。 

 

◇「参酌すべき基準」 

 
   

 

 

出典：地方分権改革推進委員会第３次勧告 
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－９－ 



 議案第７号資料（上尾市立公民館条例及び上尾市図書館協議会条例の一部を改正する条例の制定に係る意見の申出について） 

－１０－ 

 
◇関係法令（公民館運営審議会関係） 

●地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に 

関する法律（平成２３年法律第１０５号）[関係部分抜粋] 

（社会教育法の一部改正） 

第十七条 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）の一部を次のように改正する。 

 第三十条第一項中「学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに

学識経験のある者の中から、」を「当該」に改め、同条第二項中「定数、」を「委嘱の基準、定数及び」

に、「必要な事項は、」を「当該公民館運営審議会に関し必要な事項は、当該」に改め、同項に後段と

して次のように加える。 

この場合において、委員の委嘱の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するものと

する。 

 

○社会教育法 新旧対照表 

       改正後   （ 太字 改正部分）         改正前   （   改正部分） 

 （公民館運営審議会）  
第二十九条 公民館に公民館運営審議会を置く
ことができる。 

２ 公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公
民館における各種の事業の企画実施につき調
査審議するものとする。  

第三十条 市町村の設置する公民館にあつては、
公民館運営審議会の委員は、当該市町村の教育
委員会が委嘱する。  

 
 
２  前項の公民館運営審議会の委員の委嘱の基
準、定数及び任期その他当該公民館運営審議会
に関し必要な事項は、当該市町村の条例で定め
る。この場合において、委員の委嘱の基準につ
いては、文部科学省令で定める基準を参酌する
ものとする。 

 （公民館運営審議会）  
第二十九条 公民館に公民館運営審議会を置く
ことができる。 

２ 公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公
民館における各種の事業の企画実施につき調
査審議するものとする。  

第三十条 市町村の設置する公民館にあつては、
公民館運営審議会の委員は、学校教育及び社会
教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を
行う者並びに学識経験のある者の中から、市町
村の教育委員会が委嘱する。  

２ 前項の公民館運営審議会の委員の定数、任期
その他必要な事項は、市町村の条例で定める。 

 
 
●公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参酌すべき基準を 

定める省令（平成２３年文部科学省令第４２号） 

社会教育法第三十条第二項の文部科学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育

の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から委嘱することとする。 
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－１１－ 

 
◇上尾市立公民館条例 新旧対照表 

       改正後   （ 太字 改正部分）         改正前   （   改正部分） 

 （運営審議会） 
第１１条 法第２９条第１項の規定に基づき、上尾市

公民館運営審議会（以下「審議会」という。)を置く。 

２ 審議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、
１５人以内とする。 

３ 委員は、次に掲げる者の中から、委員会が委嘱す
る。 
(1) 学校教育及び社会教育の関係者 
(2) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 
(3) 学識経験のある者 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠け
た場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任
期間とする。 

５ 委員は、委嘱された時における当該身分を失った
場合は、その職を失う。 

６ 委員は、再任されることができる。 

 （運営審議会） 
第１１条 法第２９条第１項の規定に基づき、上尾市
公民館運営審議会（以下「審議会」という。)を置く。 

２ 審議会の委員の定数は、１５人以内とする。 

 
 
 
 
 
 
３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 
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－１２－ 

 
◇関係法令（図書館協議会関係） 

●地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に 

関する法律（平成２３年法律第１０５号）[関係部分抜粋] 

（図書館法の一部改正） 

第十八条 図書館法（昭和二十五年法律第百十八号）の一部を次のように改正する。 

第十五条中「学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経

験のある者の中から、」を「当該図書館を設置する地方公共団体の」に改める。 

第十六条中「定数、任期その他」を「任命の基準、定数及び任期その他図書館協議会に関し」に改

め、同条に後段として次のように加える。 

この場合において、委員の任命の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するものと

する。 

 

○図書館法 新旧対照表 

       改正後   （ 太字 改正部分）         改正前   （   改正部分） 

 （図書館協議会）  
第十四条 公立図書館に図書館協議会を置くこと

ができる。  
２ 図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮
問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕に
つき、館長に対して意見を述べる機関とする。  

第十五条 図書館協議会の委員は、当該図書館を設
置する地方公共団体の教育委員会が任命する。  
 
 

第十六条 図書館協議会の設置、その委員の任命の
基準、定数及び任期その他図書館協議会に関し必
要な事項については、当該図書館を設置する地方
公共団体の条例で定めなければならない。この場
合において、委員の任命の基準については、文部
科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

 （図書館協議会）  
第十四条 公立図書館に図書館協議会を置くこと
ができる。  

２ 図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮
問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕に
つき、館長に対して意見を述べる機関とする。  

第十五条 図書館協議会の委員は、学校教育及び社
会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を
行う者並びに学識経験のある者の中から、教育委
員会が任命する。  

第十六条 図書館協議会の設置、その委員の定数、
任期その他必要な事項については、当該図書館を
設置する地方公共団体の条例で定めなければな
らない。 

 
●図書館法施行規則（昭和２５年文部省令第２７号） 

第三章 図書館協議会の委員の任命の基準を条例で定めるに当たって参酌すべき基準 

第十二条 法第十六条の文部科学省令で定める参酌すべき基準は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭

教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から任命することとする。 

 
 

◇上尾市図書館協議会条例 新旧対照表 

       改正後   （ 太字 改正部分）         改正前   （   改正部分） 

 （組織） 
第２条 協議会の委員（以下「委員」という。）の定数
は、１２人以内とする。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から、上尾市教育委員
会が任命する。 
(1) 学校教育及び社会教育の関係者 
(2) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 
(3) 学識経験のある者 

（庶務） 
第７条 協議会の庶務は、教育委員会事務局教育総務
部図書館において処理する。 
 

 （定数） 
第２条 協議会の委員（以下「委員」という。）の定数
は、１２人以内とする。 

 
 
 
 
 

（庶務） 
第７条 協議会の庶務は、上尾市教育委員会図書館に

おいて処理する。 

 


